












The E®ect of the Reduction Measures
of Property Tax on Land Use
林　　　勇　貴 　
The market mechanism makes the adequate allocation of land to
residential and commercial. However, there is a special calculation
method of reducing the amount of tax imposed on the residential land
holding in Japan, and the most e±ciency allocation of land may not
be able to realize by its method. For this reason, the purpose of this
paper is to evaluate the e®ects of the existing land holding tax on the
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て中立的であろうか。わが国の土地税制は、住宅利用に関しては負担能力が弱
いとみなし、税負担を軽減するため、課税標準額は小規模住宅用地（住宅 1戸
あたり 200m2 までの部分）については評価額の 6分の 1、一般住宅用地（住
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性命題を検証する3)。以上を踏まえると、式 (1)のように軽減度が地価に影響
しているなら、住宅用地への軽減によって用途配分が変わっているといえる。
Pi = a+ ¯Ti + °Xi + ±Zi (1)












































3) 小規模住宅用地の割合が小さいため軽減度が小さい自治体 A と小規模住宅用地の割合が大きい
ため軽減度が大きい自治体 B のように自治体間で軽減度が異なる場合、課税による住宅地の需
要曲線の下方シフトは、より軽減された自治体 B と比べて自治体 A の方が大きくなる。その





















































のダミー変数 cj、サンプルの抽出期 tのダミー変数Dt の交差項（cj £Dt）を
算出する7)。例えば簡略化のために、3市（c1; c2; c3）、3期（D1; D2; D3）
から地価ポイントのデータを使用する場合、3市× 3期を組み合わせた 9個の
自治体・期の交差項がダミー変数として用いられる。都市 1の 2期の地価ポ
イントの場合、自治体・期の交差項である c1 D1 は 1となり、それ以外（例

















そして第 2段階では、第 1段階で得た自治体・期の交差項の係数 µjt（市単
位で異なる）をあらためて市単位の変数によって推定するため、第 2段階の推
定モデルは以下である。
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表 1 　第 1 段階地価関数の基本統計量
平均値 標準偏差 最小値 最大値
191182 57498 57134 339266
330.64 364.86 0 2000
212.13 171.46 43 980
1.87 0.76 1 4.5
13.07 13.91 3.6 100
298.80 34.04 200 400
16.94 8.56 6.35 44.46
国道 府道 市道 私道 道路
24(9.6%) 79(31.4%) 140(55.8%) 7(2.8%) 1(0.4%)
平均値 標準偏差 最小値 最大値
305984 144454 89586 912577
184.32 264.40 0 1600
637.04 1077.13 52 4419
1.79 0.65 1 4
29.19 32.89 3.4 100
426.40 66.17 400 600
14.84 7.96 5.87 36.33
国道 府道 市道 私道






































2）サンプルサイズは近隣商業地域が 251 地点（2005 年度：95、2010 年度：80、2015 年度：76）、
商業地域が 125 地点（2005 年度：42、2010 年度：42、2015 年度：41）である。


























項は 31市× 3ヵ年度の 93の変数ができる8)。また推定の際には、ステップワ
イズ法で説明変数の選択を行う。
表 2 　地価関数の推定結果（第 1 段階）
係数 p値 判定 VIF 係数 p値 判定 VIF
定数項 259,457.6 定数項 -24,950.9
JR大阪駅からの距離（km） -4,618.1 0.000 ** 1.37 JR大阪駅からの距離（km） -8,282.1 0.000 ** 1.54
交通施設からの距離（km） -29.2 0.000 ** 1.25 交通施設からの距離（km） -214.8 0.000 ** 1.27
地積（㎡） 20.5 0.043 * 1.15 容積率（%） 970.9 0.000 ** 1.39
前面道路の幅 288.9 0.034 * 1.35 国道 132,398.7 0.000 ** 2.04
私道 -33,783.2 0.002 ** 1.20 間口×奥行き -36,459.4 0.000 ** 1.43
特殊な形状 -17,183.9 0.000 ** 1.10 防火 104,180.7 0.000 ** 1.21
adjR2 市道 47,993.4 0.003 ** 2.22





8) 第 1 段階の実証分析の際には多重共線性の問題を排除するため、近隣商業地域は阪南市（2005
年度）を除く 92 のダミー変数、商業地域は箕面市（2005 年度）を除く 62 のダミー変数を使
用した。
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その結果は表 2であり、自治体・期のダミー変数の交差項に加えて、CBD
からの距離、駅からの距離、形状などが有意であった。**は 1%水準で有意で





















9) 自治体・期ダミーの交差項の係数は近隣商業地域の場合、高槻市（2005 年度）は 10 万 1,120、高
槻市（2010 年度）は 11 万 5,681、高槻市（2015 年度）は 11 万 8,290 であり 1%水準で有意
であった。また商業地域の門真市は 2005 年度が ¡10 万 5,942、2010 年度が ¡12 万 3,092、























11) 商業地域の自治体・期の交差項の係数の平均値は ¡2,750.68 である。また、商業地域の保育所
数（可住地面積 100km2 当たり）の平均値は 92.46 であり、地域特性を表す市街化調整区域／










その理由として第 1 段階推定時の「CBD からの距離」が業務活動環境をコントロールしたた
めと考えられる。
15) 対象とするデータ数が脚注 12 のように近隣商業地域と商業地域で異なるため、近隣商業地域、
商業地域の主成分得点や固有値等は多少異なるものの、各主成分は両地域とも同じ特性を持つ。
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表 3 　第 2 段階地価関数の基本統計量（近隣商業地域）
平均値 標準偏差 最小値 最大値
9084.75 29067.99 -60797.34 118290.84
保育所数（可住地面積100k㎡当たり） 83.07 38.07 22.58 180.68
刑法認知件数／人口 0.02 0.01 0.01 0.03
道路面積（可住地面積1k㎡当たり) 0.10 0.02 0.06 0.16
一般病院数（可住地面積100k㎡当たり) 31.36 11.07 12.50 55.00
公民館数（可住地面積100k㎡当たり） 27.09 30.20 0.00 123.76
図書館数（可住地面積100k㎡当たり） 12.38 9.26 0.00 48.02
教員数（小学校児童数100人当たり） 5.53 0.61 4.64 7.12
市街化調整区域／可住地面積 0.40 0.27 0.00 0.86
市街化区域／可住地面積 0.60 0.27 0.14 1.00
準工業地域／可住地面積 0.14 0.13 0.00 0.62
工業地域／可住地面積 0.02 0.03 0.00 0.12
工業専用地域／可住地面積 0.02 0.06 0.00 0.39
軽減度 0.18 0.01 0.15 0.20

















2）自治体 1 人あたりの平均所得水準は 2015 年で実質化した。
3）サンプルサイズは近隣商業地域が 92（2005 年度：30、2010 年度：31、2015 年度：31）、商業














保育所数（可住地面積100k㎡当たり） 0.503 0.856 0.009 0.010 -0.197 -0.190
刑法認知件数（人口1人当たり） 0.272 0.462 -0.622 -0.755 -0.098 -0.094
道路面積（可住地面積1k㎡当たり) 0.473 0.804 0.252 0.306 -0.084 -0.081
一般病院数（可住地面積100k㎡当たり） 0.488 0.830 0.064 0.077 0.038 0.036
公民館数（可住地面積100k㎡当たり） 0.377 0.642 0.190 0.231 -0.228 -0.219
教員数（小学校児童数100人当たり） -0.134 -0.227 0.696 0.845 -0.206 -0.199
図書館数（可住地面積100k㎡当たり） 0.223 0.380 0.159 0.193 0.921 0.887
固有値
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